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・みなさま、こんにちは。ただいまご紹介いただきましたＳＯＭＰＯホールディングス 

  グループＣＦＯの辻でございます。 

  本日はご参加いただきまして誠にありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

・本日はＳＯＭＰＯホールディングスがどのような会社なのかということを 

 知っていただきたいと考えております。 

・1ページをご覧ください。 



・本日お伝えしたいことです。 

・ＳＯＭＰＯホールディングスは持株会社であり、 

 傘下の代表的な会社は損保ジャパン日本興亜という損害保険会社です。 

・当社の社名はもともと損保ジャパン日本興亜ホールディングスでしたが、 

 2016年10月に社名をＳＯＭＰＯホールディングスに変更しています。 

・のちほど、どのような会社が合併してきたかということをご説明します。 

・2010年に損保ジャパンと日本興亜が経営統合してから今年で7年目になり、 

 新しい中期経営計画に入っておりますので、その内容についてもご説明します。 

・3ページをご覧ください。 
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・こちらが会社概要です。 

・本社は西新宿にあり、淀橋浄水場の跡地に建設された以前の安田火災の本社ビルが 

 現在当社の本社となっています。  

 損保ジャパン日本興亜も同じビルを本社としています。 

・東証一部上場しており、証券コードは8630、総資産は約10兆円、 

 時価総額は2017年1月末で約1兆6千億円です。現時点で時価総額が同規模と 

 なりますのは、三菱重工様、住友商事様、キリンＨＤ様といった会社です。 

・写真に写っているのがグループＣＥＯの櫻田でございます。 

・4ページをご覧ください。 
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・これまでの歩みです。 

・当グループは約130年の歴史をもつ、保険・金融グループです。 

・当社は再編を繰り返していますが、安田火災、日産火災、大成火災の3社が 

 2002年に合併し、損害保険ジャパンという会社を設立しました。 

・また、日本火災と「まさかの時の興亜火災」というテレビＣＭの興亜火災が、 

 2001年に日本興亜損害保険という会社を設立しました。 

・その両社が2010年4月に経営統合し、当初はＮＫＳＪホールディングスという会社を 

 設立しました。ＮＫが日本興亜、ＳＪが損害保険ジャパンを意味します。 

・もともと2010年に経営統合した際は、損害保険ジャパンと日本興亜損害保険は 

 合併するという前提ではなく、2社がそのまま存続するという経営統合をしました。 

・一方で、その後、自然災害が多発したことに加え、株安などもあり、 

 そのような環境の中で、経済合理性を追求するためにはやはり合併をするべきだろう 

 ということになり、2014年9月に損保ジャパン日報興亜に合併した次第です。 

 後ほど触れますが、現在損保業界は大きく分けて3つのグループに分かれています。 

・そして、先ほどご説明のとおり、2016年10月に持株会社の社名を 

 ＳＯＭＰＯホールディングスに変更しました。 

・5ページをご覧ください。 
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・当グループの事業を見ていただくと、大きく分けて4つあり、それぞれの事業に 

 事業オーナーを配置しています。 

・もともと当社は損害保険会社ですので、最大の事業は国内損保事業であり、 

 ここのウエイトが一番高くなっています。 

 損保ジャパン日本興亜に加え、通販型のセゾン自動車火災、そんぽ２４、 

 そして確定拠出年金事業も行っています。 

・国内生保事業はひまわり生命です。 

 また後ほど説明しますが、介護・ヘルスケア事業にも参入しています。 

 そして、海外保険事業です。 

・修正連結利益ベースで見ると、2015年度は国内損保事業が7割近く、 

 今のところ国内損保事業の利益が大部分になります。国内生保事業が約18％、 

 海外保険事業が約10％、介護・ヘルスケア事業は1％ほどです。 

・6ページをご覧ください。 



・国内損保事業の業績拡大の歴史です。 

・赤い部分は自動車保険の正味収入保険料を示しており、存続会社の安田火災、 

 損保ジャパン、そして2010年度以降は現在のＳＯＭＰＯホールディングスの 

 数字になっています。 

・1990年あたりまでは、モータリゼーションの進展とともに自動車保険が拡大して 

 いきました。 

・もともと行政の規制を受けてきた損保業界ですが、自由化が始まり、 

 競争環境が変化する中、2002年7月に損害保険ジャパンが誕生しました。 

・2010年度以降はＳＯＭＰＯホールディングスが設立され、現在の体制となっています。 

・2015年度で2兆5千億円ほど保険料がありますが、自動車保険が約47％程度、 

 1兆2千億円ほどあり、扱いの約半分が自動車保険となっています。 

・7ページをご覧ください。 

 

 

 

6 



・収入保険料等の内訳です。 

・収入保険料は2兆8,498億円とありますが、これは先ほどの正味収入保険料の数値に 

 生命保険料3,000億円程度を加えたものです。 

・連結純利益は1,595億円です。本日の資料は、決算発表をして新聞等に出る 

 日本の会計基準の数値と、当社が利益計画を立て、管理し、株主還元の原資とする 

 修正連結利益という2種類の数値を掲載しています。 

 ページにより若干数値が違うのは、そのような事情によるものです。 

・こちらの数字は日本の会計基準になり、2015年度の連結純利益で見ると83％が 

 国内損保事業の利益となっています。 

・従業員はグループで約76,000名おり、国内損保事業が半分です。 

 昨年岡山に本社を持つメッセージ社とワタミの介護部門を買収したため、 

 36％が介護・ヘルスケア事業となっています。 

・8ページをご覧ください。 
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・2015年度の連結純利益は1,595億円、ＲＯＥ9.2％です。 

・2014年度の合併によるコスト削減効果が約500億円あり、2015年度はその効果が 

 享受できています。また、自動車保険の収支改善効果も織り込み、 

 このような数値となっています。 

・2015年度は323億円が配当、335億円が自己株式取得です。 

 釈迦に説法となりますが、自己株式取得は当社が市場から株式を買い戻すことを 

 いいます。流通している株式数が減るため、1株当たりの利益が増加し、 

 株価にはプラスとなります。 

・2015年度は1株当たり80円の配当と、335億円の自己株式取得を行いました。 

・資料に記載はありませんが、2010年度、2011年度は株価の下落やタイ洪水等の 

 自然災害の影響がありましたが、配当は維持しました。 

・9ページをご覧ください。 

 

 

 



・財務の健全性について触れます。 

・私どもの基本的な考え方は、財務の健全性を維持しながら資本効率を高め、 

 利益を増やし、株主還元を拡大していくということです。 

・財務の健全性をどのように管理しているかというのが、 

 格付けやソルベンシー・マージン比率となります。 

・損保ジャパン日本興亜の格付けはＳ＆Ｐ社でＡ＋、ムーディーズ社がＡ１と 

 十分に高い格付けとなっています。 

・ソルベンシー・マージン比率は、保険の引受リスクや資産運用リスクといった 

 様々なリスクに対しどれだけの資本を有しているかを管理する指標です。 

 これが957％あり、全く問題のない状況です。 

・10ページをご覧ください。 
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・当社の株価推移です。1月末の株価は4,098円、 

 自己株式取得も含めた総還元利回りは4.1％となっています。 

・12ページをご覧ください。 
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・2016年度から2020年度の5か年の中期経営計画の概要です。 

・5か年計画となっていますが、2020年度の目標については、まだ経営決定しておらず、 

 2018年度目標の修正連結利益2,200～2,300億円、修正連結ＲＯＥ8％以上を 

 中期経営計画の中間ラップと位置付け、コミットしています。 

・これを日本の会計基準に引き直すと、おおよそ1,800～1,900億円となります。 

 修正連結利益の方が大きくなる主な理由は、国内生保事業の修正連結利益が 

 大きくなるためです。日本の生命保険の会計基準は非常に保守的であり、 

 利益が出にくくなっています。 

 修正連結利益では、これを国際会計基準に合わせ実態に近づくよう修正しています。 

・ＲＯＥについては日本の会計基準の方が高くなる傾向があり、日本のマスコミ等で 

 出る数字は大抵日本の会計基準によるものです。日本会計基準のＲＯＥは 

 2015年度にすでに9.2％、2018年度は10％を超える水準となる見込みです。 

・2020年度以降の目指す姿としてグローバルトップ10に手が届くように、 

 2020年度までに態勢をきちんと整え、それが利益3,000億円、ＲＯＥ10％以上という 

 ことになります。 

・13ページをご覧ください。 
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・株主還元方針は、安定配当と機動的な自己株式取得により魅力ある株主還元の 

 実現を目指し、中期的に総還元性向は50%を目標としており、グループの利益拡大に 

 伴い総還元額も拡大していきたいと考えています。 

・安定配当の方針かつ配当可能原資は内部留保で確保しており、 

 過去には多少の赤字であっても配当を行っています。 

・現在の配当利回りは2％程度であり、投資家のみなさまからは株価上昇局面では 

 配当を増やした方が良いのではといったご意見もいただいております。 

・また、大型のM&Aとして、 昨年10月に7,000億円弱でエンデュランス社という 

 バミューダの会社を買収することを公表しました。 

 財務の健全性維持のために総還元性向を引き下げ、内部留保に回すという 

 考えもありますが、今回のエンデュランス社の買収については、 

 内部留保を積み増さなければならないような状況だとは考えておりません。 

・今後の総還元額、配当と自己株式取得の割合については、決算の状況を見つつ 

 公表する予定ですが、投資家のみなさまをがっかりさせないよう、 

 しっかり還元していく方針であることに変わりはありません。 

・14ページをご覧ください。 
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・ここでは会社の企業価値を向上させていくための方針を定性的に記載しております。 

・「安心・安全・健康に資する最高品質のサービスの提供」を経営理念とし、 

 これをグループとして実現していきます。 

・これらに加え、2020年度以降の3,000億円の修正連結利益・修正連結ＲＯＥ10%以上の 

 2つを掲げて経営をしています。 

・15ページをご覧ください。 
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・成長に向けたロードマップとして、4つの事業のウエイトをどのようにしていくかという 

 ことを記載しています。 

・修正連結利益ベースでは2015年度は国内損保事業が68％となっています。 

 今後は国内生保事業や海外保険事業の利益拡大を背景に、 

 国内損保事業の割合が相対的に低下し、グループ全体の利益としては 

 1,643億円を3,000億円まで増やしていきたいということです。 

・17ページをご覧ください。 
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・損保ジャパン日本興亜のマーケットシェアは27％、東京海上日動が25.9％です。 

 三井住友海上とあいおいニッセイ同和はＭＳ＆ＡＤホールディングスですので、 

 ホールディングスベースでは32.8％ですが、損保ジャパン日本興亜は単体として 

 国内最大の損保会社となります。 

・損保ジャパン日本興亜の取り扱っている商品ですが、正味収入保険料2.2兆円のうち 

 約半分の48％が自動車保険です。 

・損保事業において決算影響が大きいのは、自動車保険の収支と後ほどご説明する 

 台風や雪害といった自然災害となります。 

・18ページをご覧ください。 
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・自動車保険の状況についてご説明します。 

・コンバインド・レシオは、収入保険料に対して事故の際にお支払する保険金、 

 人件費・物件費、募集チャネルに支払う手数料などの割合です。 

 したがって、100％を下回っている状態が黒字となります。 

・2012年度までの6年間は、このコンバインド・レシオが100％を上回っており、 

 会社の決算の足を引っ張っている状況でしたが、その後、商品・料率改定、 

 合併による事業費の削減を行うことにより、2015年度は91％、2016年度も予想では 

 91％台といった状況になっています。 

・19ページをご覧ください。 
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・国内の自然災害の状況です。 

・実際の保険金のお支払いがまだでも、支払備金という準備金を積み立てて 

 決算をしており、その年に発生した自然災害を発生ベースで示しています。 

・2013年度の発生損害は1,117億円、730億円が雪害とありますが、これは2014年2月の 

 雪の被害の影響です。 

・20ページをご覧ください。 

  



・デジタルやスマホを使ったサービスなど、当社を含め、金融業界全体で 

 こういった分野も拡大しています。 

・21ページをご覧ください。 

20 



・ダイレクト事業は、テレビＣＭでは「おとなの階段登る」とおなじみの、 

 セゾン自動車火災が当社のグループ会社でございます。 

・事故が起きた際にはＡＬＳＯＫの社員が駆けつけてくれるサービスなどを提供しており 

  好評をいただいております。 

・22ページをご覧ください。 

21 



・当社の国内生保事業（ひまわり生命）のマーケットシェアは2％程度です。 

・医療保険に強みを持っており、もともとは損保の販売チャネルを活用していましたが、 

 今では生保の専門チャネルや銀行チャネルなど販売網を広げ、新商品の投入により 

 利益が出るようになってきています。 

・23ページをご覧ください。 
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・健康を応援するというキーワードで、ウェアラブル端末で生活習慣をチェックし、 

 それを保険に連動できないかなど、現在様々な取組みを行っています。 

・「リンククロス」というブランドで新商品を出すなど、新たなサービスを提供しています。 

・24ページをご覧ください。 



・介護・ヘルスケア事業の強みです。 

・ＳＯＭＰＯケアネクストが旧ワタミの介護、 

 ＳＯＭＰＯケアメッセージは岡山に本社を持つ旧メッセージ社です。 

・損保事業と比べ非常に事業者が多い状況であり、マーケットシェアは1％程度ですが、 

 売上は業界2位になります。 

・日本の人口は1億2,700万人くらいですが、65歳以上の方が3,300万人で27％弱を 

 占めており、先進国で一番多い状況です。アメリカは十数％です。 

・一方、現在の労働力人口は6,500万人、10年後には5,500万人と 

 1,000万人減少します。 

 全就業者の2割くらいは医療と介護に従事する時代がくるという予測もでていることを 

 前提に、成長分野である介護事業に参入したということです。 

・25ページをご覧ください。 
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・介護事業においては、品質を上げる、従業員のモラルを高める、また、センサーなど 

 ICT活用による合理化を図るといったことに取り組んでいるところです。 

・26ページをご覧ください。 
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・海外保険事業の強みです。 

・時を追って海外事業を拡大し、現在は32カ国・地域、211都市に展開しています。 

・27ページをご覧ください。 
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・現在、当社の海外Ｍ＆Ａで過去最大のエンデュランス社の買収手続きを進めている 

 ところです。 

・エンデュランス社シャーマンＣＥＯと当社ＣＥＯの櫻田の写真も掲載しています。 

・28ページをご覧ください。 
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・ご参考までに当社の海外Ｍ＆Ａ戦略ということで、2010年度以降、どのような会社を 

 買収してきたかということを記載しています。 

・30ページをご覧ください。 
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・運用資産は9兆5千億円ほどです。 

 保険会社ですので保守的な運用を大原則としています。 

・政策株式を削減しており、2016年12月末時点で1兆6千億円ほど政策株式の残高が 

 ありますが、今後も年間1,000億円程度削減していく予定です。 

 削減により得た資金は、先ほどご説明したＭ＆Ａや介護事業等への投資に 

 使用しております。 

・31ページ、32ページをご覧ください。 



・ＣＳＲ、ダイバーシティについてはホームページ等でも開示をしております。 

・財務的な企業価値向上についてはご説明してきましたが、 

 社会的価値の向上という点でＥＳＧにも積極的に取り組んでいます。 

・33ページをご覧ください。 

31 



32 



33 

・来たるべきデジタルの時代に備え、シリコンバレーにラボを設立し、 

 様々なプレーヤーとの提携を進めています。 

・34ページをご覧ください。 



・以上、本日ご用意した資料に基づき、ＳＯＭＰＯホールディングスグループの 

 会社の概要と経営戦略の説明をさせていただきました。 

・経営理念を実現し、将来の利益3,000億円、ＲＯＥ10％以上を達成し、 

 グローバルトップ10を目指し取り組んでおりますので、 

 どうぞ引き続きよろしくお願いいたします。ご清聴ありがとうございました。 
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